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男女共同参画社会実現に向けて 

 

 近年の少子高齢化の進展、社会経済の成熟化・国際化・高度情報化、家族形態の

多様化など社会情勢の変化に伴い、一人ひとりが多様な価値観やライフスタイルの

もとで豊かに暮らせる地域社会が求められています。 

 その実現のために男女が互いに人権を尊重し、ともに個性と能力を発揮できる男

女共同参画社会の実現に向けた取組が進められてきました。しかし、性別による固

定的な役割分担の意識や慣習は、家庭・職場・学校・地域社会に今なお残っており、

真の男女平等は実現していないのが現状です。 

あらゆる人々が豊かに暮らしていく元気な社会を築くためには、こうした意識を

改革し、男女の別や年齢にとらわれない、互いの「理解と尊重」のもとに開かれた

まちづくりを進めていくことが大切です。 

国においては、平成１１年６月に「男女共同参画社会基本法」を制定し、様々な

取組を推進するとともに、平成２７年８月には「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律」を制定し、女性の採用・登用・能力開発等を推進するため、事業

主に行動計画の策定を義務付けるなど、男女共同参画社会を実現するための新たな

ステージを踏み出すこととしております。 

今回、このような「男女共同参画社会基本法」の理念を受け、男女が等しく尊重

され、家庭・地域・職場・社会などあらゆる分野でそれぞれが個性と能力を発揮し

て地域の活力を高め、責任を分かち合うまちづくりを町民全体に進めていくための

指針として「印南町男女共同参画計画」を策定しました。 

これらの取組を進めるにあたりましては、家庭、地域、学校、行政などあらゆる

分野に関わることから、町としましても、町民の皆様との協働による取組みを推進

することが何より重要であると認識しています。町民の皆様との相互の連携・協力

のもと、男女共同社会の実現に向けて、様々な施策を展開してまいりますので、皆

様には、なお一層のご支援とご協力をお願い申し上げます。 

 

                  印南町長 日 裏 勝 己 
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第１章 計画の策定にあたって 

１.計画策定の趣旨 

 男女共同参画社会とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によ

って社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均

等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、ともに責任を

担うべき社会」とされています。 

平成１１年（１９９９年）に制定された男女共同参画社会基本法では、男女共同

参画社会を実現するための基本理念を掲げ、国・地方公共団体と国民それぞれが果

たすべき役割を定めており、性別にかかわりなく誰もが自らの個性を発揮しながら、

生き生きと充実した生活を送ることができる社会の実現をめざすものです。 

今回、このような男女共同参画社会基本法の理念を受け、男女が等しく尊重され、

家庭・地域・職場・社会などあらゆる分野でそれぞれが個性と能力を発揮して地域

の活力を高め、責任を分かち合うまちづくりを町民全体で進めていくための指針と

して「印南町男女共同参画計画」を策定します。 

 

２.計画策定の背景 

（１）国際社会の動向 

 昭和２１年（１９４６年）、国連に婦人の地位委員会が設置され、女性の地位向

上のための取組が始まりました。以後、同委員会を中心として、世界の女性が抱え

る問題の解決に向けて、国連を舞台に様々な活動が精力的に続けられています。 

昭和５０年（１９７５年）、国連はこの年を「国際婦人年」と宣言し、メキシコ

シティで「国際婦人年世界会議」が開催されました。ここで、女性の地位向上を図

るために各国が取るべき措置のガイドラインとして「世界行動計画」が採択されま

した。また、「国際婦人年」に続く１０年間（昭和５１年～昭和６０年）を「国際

婦人の１０年」と定め、国連加盟各国は行動計画の推進に取り組みました。 

昭和５５年（１９８０年）には、「国連婦人の１０年」中間年世界会議がコペン

ハーゲンで開催され、前年の国連総会で採択された「女子に対するあらゆる形態の

差別の撤廃に関する条約（女子差別撤廃条約）」の署名式が行われました。この条

約は、あらゆる分野における性差別の撤廃と男女平等の確立を目指し、法律や制度、

慣習も対象として性別役割分担の見直しを強く打ち出したもので、日本もこの年に

署名し、昭和６０年（１９８５年）に批准しました。 

昭和６０年（１９８５年）の「国際婦人の１０年」世界会議における「婦人の地

位向上のためのナイロビ将来戦略」の採択等を経て、平成７年（１９９５年）に「第

４回世界女性会議（北京会議）」が開催され、女性の地位向上やエンパワーメント

などを更に推進するための「北京宣言」と政府やNGOが取り組むべき課題を示した

「行動綱領」が採択されました。 

平成１２年（２０００年）には、ニューヨークで国連特別総会「女性２０００年
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会議」が開催され、女性に対する暴力に対処する法律の整備や女性に差別的な条

項撤廃のための法律の見直しをすることなどを盛り込んだ、「政治宣言」及び「北

京宣言及び行動綱領実施のための更なる行動とイニシアティブ」が採択されました。 

平成１７年（２００５年）には、「第４９回国連婦人の地位委員会」がニューヨ

ークで開催され、「北京宣言及び行動綱領」及び「北京宣言及び行動綱領実施のた

めの更なる行動とイニシアティブ」を再認識し、男女平等を実現するためのこれま

での進展を踏まえながら、完全実施に取り組むための宣言が採択されました。 

 平成２４年（２０１２年）には、「第５６回国連婦人の地位委員会」において、

東日本大震災の経験や教訓を各国と共有し、より女性に配慮した災害への取組を促

進することを目指して、「自然災害におけるジェンダー平等と女性のエンパワーメ

ント」決議が採択されました。 

 平成２７年（２０１５年）には、ニューヨークで「第５９回国連婦人の地位委員

会」が開催され、「北京宣言及び行動綱領」や、第４回世界女性会議１０周年・１

５周年における婦人の地位委員会の宣言等を再確認し、実施に向け全ての機会とプ

ロセスを利用し、２０３０年までにジェンダー平等の完全な実現に向けた取組の宣

言が採択されました。 

 

（２）国の動向 

 国際社会の動向に対応して、我が国においては、昭和５０年（１９７５年）に女

性問題の国内本部機構「婦人問題企画推進本部」が設置され、昭和５２年（１９７

７年）に「世界行動計画」に対応した「国内行動計画」が策定されました。 

 また、昭和５５年（１９８０年）に署名した「女子差別撤廃条約」を批准するた

め、法制度等の諸条件の整備を進め、同条約は昭和６０年（１９８５年）に批准さ

れました。 

 昭和６２年（１９８７年）には、２年前に採択された「ナイロビ将来戦略」を受

けて、「西暦２０００年に向けての新国内行動計画」が策定されました。 

 平成３年（１９９１年）には、「ナイロビ将来戦略」の見直しを受けて「新国内

行動計画」の改定を行い、総合目標をそれまでの「男女共同参加」から「男女共同

参画」に改められました。 

 平成６年（１９９４年）には、これまでの婦人問題企画推進本部を廃止し、新た

に「男女共同参画推進本部」を設置するとともに、内閣総理大臣の諮問機関として

「男女共同参画審議会」を設置しました。 

 平成８年（１９９６年）に政府は国の新しい行動計画である「男女共同参画２０

００年プラン」を策定しました。このプランは、男女共同参画審議会からの答申で

ある「男女共同参画ビジョン」を踏まえたもので、前年の「第４回世界女性会議」

で採択された「北京宣言及び行動綱領」において各国が２０００年までに取り組む

べきものとされた課題に対応するものです。 

 平成１１年（１９９９年）には、男女の人権の尊重などを基本理念とした「男女

共同参画社会基本法」が成立し、国や地方自治体、国民が男女共同参画社会の形成

に取り組む責務が法律に明記されました。この法律に基づき、翌平成１２年（２０
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００年）に「男女共同参画基本計画（第１次）」が策定されました。 

平成１３年（２００１年）には、内閣府に重用政策会議の一つとして「男女共同

参画会議」を設置し、また内部部局として男女共同参画局を設置するなど、男女共

同参画に関する推進体制が強化されました。  

 平成１５年（２００３年）、男女共同参画推進本部は、男女共同参画会議の「女

性のチャレンジ支援策の推進に向けた意見」の決定を踏まえ、社会のあらゆる分野

において指導的地位に女性が占める割合が令和２年（２０２０年）までに少なくと

も３０%程度になることを期待するとし、女性のチャレンジ支援策に取り組むこと

を明記した「基本方針２００３」が閣議決定されました。 

 平成１７年（２００５年）には、「男女共同参画基本計画（第２次）」が閣議決

定され、１０の重点目標が掲げられました。 

 平成２０年（２００８年）には、男女共同参画推進本部において、女性の参画拡

大を推進するための戦略的な取組を定める「女性の参画加速プログラム」が決定さ

れ、様々な分野において女性の参画促進を戦略的に進めるための基盤整備と、活躍 

が期待されながら女性の参画が進んでいない分野についての重点的取組を推進する

こととしました。 

平成２２年（２０１０年）に、男女共同参画会議の答申に基づき、「男女共同参

画社会基本法」施行後１０年間の反省を踏まえ、より実効性のあるアクション・プ

ランとして「第３次男女共同参画基本計画」が策定されました。 

平成２６年（２０１４年）３月、女性が輝く社会を目指して全国的なムーブメン

トを創出し、社会全体で女性の活躍を応援する気運を醸成するために、「輝く女性

応援会議」が開催されました。 

平成２７年（２０１５年）には、「第４次男女共同参画基本計画」が策定され、

「男性中心型労働慣行等の変革と女性の活躍」を、男女ともに暮らしやすい社会を

実現するために特に必要な要素とし、計画全体にわたる横断的視点として位置付け

られました。 

令和２年（２０２０年）には、「第５次男女共同参画基本計画～すべての女性が

輝く令和の社会へ～」が閣議決定され、新しい令和の時代を切り拓き、あわせてポ

ストコロナの「新しい日常」の基盤となることを目指すものとして策定されました。 

（３）和歌山県の動向 

 和歌山県では、昭和５２年（１９９７年）に青少年局育成課内に女性行政担当窓

口として婦人主幹が配置され、あわせて婦人問題連絡会議が設置されました。翌年

には、婦人問題企画推進会議が設置、さらに昭和５７年（１９８２年）に「和歌山

県婦人施策の指標」が、昭和６３年（１９８８年）には、「２１世紀をめざすわか

やま女性プラン」が策定されました。 

また、平成１０年（１９９８年）には、女性問題の解消と男女共生社会づくりを

めざす県民の活動と交流の拠点として、県女性センターが設置されました。 

平成１４年（２００２年）には、「和歌山県男女共同参画推進条例」が施行され、

それに基づき、男女共同参画審議会が設置、平成１５年（２００３年）には「和歌
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山県男女共同参画基本計画」が策定されました。 

それ以降、平成１９年（２００７年）及び平成２４年（２０１２年）に２度の改

定が行われ、男女共同参画社会を形成するためのさまざまな施策が総合的・計画的

に推進されてきました。さらに、平成２９年（２０１７年）に「和歌山県男女共同

参画基本計画（第４次）」が策定され、「男女がともに活躍する社会づくり」「誰

もが安心して暮らせる社会づくり」「男女共同参画社会の実現に向けた意識づく

り」の３つの施策の方向に基づき、県内における男女共同参画の取り組みが総合的

・計画的に推進されています。 

 

３.計画の推進及び推進体制 

 男女共同参画社会の実現に向けては、役場内の総合的な推進体制の強化はもとよ

り、町民一人ひとりの理解と協力が必要です。町民と行政がお互いに連携し、国や

県をはじめ関係機関、団体との連携を取りながら進めてまいります。 

 

４.計画の期間 

 令和３年度から令和７年度までの５年間とします。 

 ただし、国内外の動向や社会情勢の変化に対応するため、必要に応じて見直しを

検討します。 
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62.3

37.7

（n=1197）

第２章 印南町の現状 

町民アンケートからみる印南町の現状 

令和元年１０月に「第６次印南町長期総合計画」策定のため町民アンケートを実

施しました。その結果によれば①「同一世帯に仕事をしている女性はいるか」につ

いては「いる」とする回答が６２．３％、②「同一世帯において仕事をしている女

性」については「妻」とする回答が６５．１％で最多、③「同一世帯において就労

を希望する女性の有無」については「いる」とする回答は１５．２％、④「女性が

就労するうえでの課題」については「働きやすい職場が少ない」とする回答が６２．

８％で最多となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           

 

  

 

 

③同一世帯において就労を希望する女性の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（いる） 

(いない) 

「いる」とする回答が62.3％ 

 

15.2

84.8

（n=937）

(いる) 

(いない) 

① 同一世帯に仕事をしている女性はいるか ②同一世帯において仕事をしている女性 

「妻」とする回答が65.1％で最多 

 

「いる」とする回答は15.2％ 

 

 妻 

 

 本人 

 

 娘 

 

 その他家族 

 

 姉妹 

 

 母（義母） 

 

 （n＝733） 

 

17.5 

.

0 

0.7 

 

23.6 

 

5.3  

 

65.1 

6.0  
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④女性が就労するうえでの課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               

 

               

            

 

これらの町民アンケートの結果から、施策課題としては 

① 女性が安心かつ負担感なしに社会進出するための育児環境の整備  

② 女性が「働きやすい職場」「働きがいのある職場」の確保 

③女性の声を最大限、まちづくりに反映 

が大きな課題であると考えられます。このことから次の４つの基本目標を掲げ、男 

女共同参画社会の実現に向けて積極的に取り組みます。 

 

 

「働きやすい職場が少ない」との回答が62.8％で最多 

ただし、男女ともに「19～39歳」では、「働きがいのある仕事が少ない」との回答が最多 

年齢階層別（男性） 

年齢階層別（女性） 

 

 

働きやすい職場が少ない 

 
働きがいのある仕事が少ない 

介護・育児との両立が難しい 

その他 

働きやすい職場が少ない 

 
働きがいのある仕事が少ない 

介護・育児との両立が難しい 

その他 

62.8 

46.4 

24.8 

6.0 

62.8 

46.4 

24.8 

6.0 

（n=977） 

全体 

全体 

（n=977） 
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第３章 計画の内容  

 

  

男女共同参画社会を実現するためには、固定的な性別役割分担意識を解消し、一

人ひとりがそれぞれの個性や能力を発揮でき、自分らしく生きることができるよう、

男女平等・男女共同参画の考え方を浸透させることが重要です。 

 また、町の様々な施策に男女平等や男女共同参画の視点を取り入れるためには、

それを企画・展開する町職員がそれらの考え方を理解していることが前提となりま

す。施策を推進していくためには、ライフスタイルの多様化に伴った、暮らしの様

々な場面におけるしくみや慣行等を男女共同参画の視点に立って見直し、人権尊重

意識と男女平等意識の浸透を図るために、様々な機会にあらゆる人への幅広い広報

・情報提供を展開します。 

１.男女共同参画社会実現への意識啓発 

 家庭、職場、地域、学校等のあらゆる場面において、誰もが自らの意思で

多様な生き方を選択し、自分らしく生きることができるよう、広報や啓発活

動に取り組みます。子どもから高齢者に至るまでの幅広い層に向けて、それ

ぞれにとって親しみやすく、わかりやすい広報や啓発活動を工夫し、誰もが

共感できるような地域に根ざした身近な情報発信を推進します。 

具体的な取組 具体的な施策の内容 担当課 

①広報やホームページ等

を活用した啓発 

男女共同参画に関する事業や情報

を広報やホームページに、誰もが

理解しやすい形で掲載します。 

総務課 

教育課 

②町職員への男女平等・男

女共同参画意識の浸透 

町職員が業務を行う上で、男女共

同参画に配慮した対応、また施策

が進められるように情報提供を充

実します。 

総務課 

③男女共同参画計画等の

周知 

印南町男女共同参画基本計画等の

内容に関する広報やホームページ

への掲載を通じて、計画の周知を

図ります。 

総務課 

教育課 

 

 

 

 

 

 

基本目標Ⅰ 男女共同参画社会実現への意識づくり 
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２.男女共同参画に関する情報収集 

男女共同参画、女性活躍の施策については、世界の動向に影響を受け、国

や和歌山県の方向性が町の施策に大きく関わることから、世界、国、和歌山

県、近隣市町村における男女共同参画施策について積極的に情報収集を行い

ます。 

具体的な取組 具体的な施策の内容 担当課 

①男女共同参画に関する

調査・研究、情報の収集 

男女共同参画、女性活躍施策を進

めるための資料となるよう、世界、

国、和歌山県、近隣市町村におけ

る男女共同参画施策等の情報・文

献収集に努めます。 

総務課 

教育課 

 

 

 

 

男女共同参画社会の実現に向け、学校や地域等における教育・学習が果たす役割

は大変重要です。学校教育においては、男女共同参画の視点の下、人権の尊重、男

女平等、相互理解等に配慮した教育を進めるとともに、家庭教育における男女共同

参画に関する啓発活動を推進します。 

１.男女共同参画や男女間の暴力防止に関する教育・学習機会の充実 

学校教育等の場で男女間の暴力防止について正しく理解し、男女共同参画

に関する意識を育む教育を促進するとともに、地域においても男女共同参画

が実践されるよう、生涯にわたり学習を続けられる取り組みを進めます。 

具体的な取組 具体的な施策の内容 担当課 

①学校教育における男女

共同参画の推進 

性別による役割分担にとらわれな

い指導内容や指導方法の充実に努

めるとともに、一人ひとりの能力

や適性・個性を生かせる進路指導

を進めます。 

教育課 

②小中学校における男女

間の暴力防止に関する

教育の推進 

道徳の時間をはじめ、学校教育で

のあらゆる機会を活用しながら、

児童生徒が男女間の暴力防止につ

いて正しい理解を身につけること

ができる取り組みを進めます。 

住民福祉課 

教育課 

基本目標Ⅱ 男女共同参画に関する学習の推進 
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③男女共同参画や男女間

の暴力防止に関する保

護者への啓発 

保育所や小・中学校との連携のも

と、保護者に対し、男女共同参画

や男女間の暴力防止の関連資料の

配布、講座・講演会等の開催に関

する情報を提供します。 

住民福祉課 

教育課 

④職員研修等の実施 男女共同参画意識の向上を図るた

め、研修等の実施を通して職員へ

の啓発を推進します。 

総務課 

 

   

男女共同参画社会の実現のためには、男女が社会のあらゆる分野で対等に参画す

る機会が確保され、ともに責任を担うことが重要です。 

また、防災対策が行政の主要な施策課題となるなか、男女共同参画の視点に立っ

た取り組みを進めることが求められています。 

１.施策や方針等の決定過程への女性の参画推進 

    町政のあらゆる分野で男女共同参画の視点に基づき、審議会等への女性委

員登用や女性管理職の登用を推進します。 

具体的な取組 具体的な施策の内容 担当課 

①審議会や委員会等への

女性委員登用の推進 

町の施策や方針に関わる各種審議

会や委員会等において、男女双方

の意見が反映されるよう、女性委

員比率の向上を図ります。 

全課 

②審議会や委員会等の女

性委員への支援 

登用された女性委員が、積極的に

会議に参加できるよう、必要に応

じ男女共同参画に関する意識啓発

に努めます。 

全課 

③女性管理職の登用の促

進            

職員研修等を通じて町職員の能力

向上を図るとともに、その能力に

応じて、女性職員の管理職への積

極的な登用を推進します。 

総務課 

 

 

 

 

基本目標Ⅲ 男女共同参画のための環境づくり 
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２.防災対策における男女共同参画の推進 

 防災・減災活動において、防災訓練の実施や地域の自主防災組織へのあら

ゆる人々の積極的な参加を促進し、様々な人の視点やニーズを活かした防災

体制の整備・充実を図ります。 

具体的な取組 具体的な施策の内容 担当課 

①地域防災活動への男女

共同参画の推進 

固定的な性別役割分担意識を見直

し、地域防災活動への積極的な女

性の参画を促し、地域防災力の向

上に努めます。また、女性リーダ

ーの養成等、人材育成を推進し、

地域防災活動を強化します。 

総務課 

②男女共同参画の視点に

立った防災対策の推進 

男女のニーズの違いに配慮した防

災訓練や自主防災組織の運営を推

進し、地域住民の積極的な参加を

促進します。 

総務課 

③災害時における男女共

同参画の推進 

災害時における避難所運営等に男

女が共同して取り組むよう啓発を

推進するとともに、男女両方の視

点を取り入れ、日ごろの活動や備

えを進めます。 

総務課 

住民福祉課 

教育課 

 

 

 

 

家庭生活では、家事や育児・介護などの責任を男女がともに担うことが大切です

が、現実には女性の負担が多く、女性が仕事と家庭生活を両立することが困難な状

況にあります。 

仕事と家庭生活の両立は社会全体の問題と捉え、男性も働き方を見直し、家事や

育児・介護などに積極的に関わることができるよう、広く啓発を行うとともに、育

児や介護のために必要な休業制度などの情報提供に努めます。 

１. 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

共働き世帯が増加するなか、男性の家事・育児等への参画を促進するととも  

に、ワーク・ライフ・バランス及び家庭における男女共同参画を推進します。 

具体的な取組 具体的な施策の内容 担当課 

①男性の家事・育児・介護

への参画意識の醸成 

男性の家事・育児・介護への参画

をテーマにした啓発活動を行い、

男性の理解の促進や意識改革を図

ります。 

総務課 

住民福祉課 

教育課 

基本目標Ⅳ 男女共同参画による社会づくり 
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②ワーク・ライフ・バラン 

 スについての理解促進 

女性の就労、男性の働き方や意識

の見直しがワーク・ライフ・バラ

ンスの実現に不可決であることを

普及・啓発します。 

総務課 

住民福祉課 

教育課 

③男性の育児・介護に関す

る休暇及び休業取得の

推進 

男性の育児・介護休暇及び休業の

取得に向け、制度の周知と休暇等

を取りやすい環境づくりを推進し

ます。 

総務課 

住民福祉課 

教育課 

２.地域活性化のためのまちづくりの推進 

 地域活動の場では、様々な人の視点を取り入れ、誰もが参画して、地域お

こし、まちづくりを進めるなど、地域の活性化を図ります。 

具体的な取組 具体的な施策の内容 担当課 

①様々な人が参画するま

ちづくりの推進 

様々な人が参画して新しい視点で

まちを見直し、誰もが住みよい地

域社会を築いていくため、それぞ

れの主体的な活動を推進します。 

各地域への情報提供を行い、地域

活性化の促進に取り組みます。 

総務課 

企画産業課 

②地域課題への女性の参画 環境・防犯・防災等の地域課題に

対し、性別にとらわれることなく

多様な考え方が活かされるよう地

域への働きかけを行うとともに、

女性の人材育成を推進します。 

全課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

‐12‐ 

第４章 計画の推進 

１.推進体制の整備 

 地域の関係団体や事業所等の代表に参加を求めながら、計画の実施状況を点検・

把握し、男女共同参画の推進に関する事項についての審議に努めることで、本計画

を進めていきます。 

すべての職員が男女共同参画社会の形成をめざすという共通認識を持ち、その実

現に向けて率先して行動できるよう、意識啓発や情報共有に積極的に取り組みます。 

また、本計画の取り組み内容は幅広い分野にまたがっているため、関係各課の連携

を密にし、全庁的に男女共同参画の推進に関する事項について審議を行うことで、

本計画の推進に努めます。 

 

２.連携体制の整備 

 男女共同参画を推進していくためには、町が直接取り組む施策だけではなく、地

域の関係団体や事業所等がそれぞれの立場で本計画の目的を理解し、主体的な取り

組みを展開することが必要となります。そのため、各種団体との連携・協働のもと

男女共同参画の推進に取り組んでいきます。 

また、総合的かつ効果的な男女共同参画の推進を図るため、国や県、近隣自治体

等との連携を図ります。 

 

３.計画の進捗管理 

 計画の進捗状況について、定期的な点検、評価を行い、必要に応じて施策や計画

の見直しを行います。 

 また、計画の最終年度である令和７年度には、社会情勢の変化等を踏まえ必要な

見直しを行い、当町における男女共同参画のさらなる推進を図ります。 
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